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「地方銀行向け 次世代エグゼクティブワークショップ」は、
地方銀行・第二地方銀行の東京事務所長や東京支店長（所長代理・支店長代理、副所長・副支店長、次長を含む）を
対象に、金融業界におけるAI活用、サイバーセキュリティ、人材活用をテーマにし、
一般社団法人金融財政事情研究会主催、ITmedia エグゼクティブ企画協力にて開催します。

参加者は、各銀行の頭取や役員と非常に近い立場にあり、
次期役員・執行役員の有力候補として銀行内外で重要な役割を担う人物たちです。
そのため、スポンサー企業様にとって、自社の専門性やソリューションを
金融業界の次世代リーダーに直接アピールする絶好の機会となります。
「ITmedia エグゼクティブ」の編集長がモデレーターを務めるディスカッションや、
セミナー後の交流会を通じて、参加者との信頼関係を築く場も提供されます。
自社のソリューションを金融業界のリーダー層に直接届ける場として、この貴重な機会をぜひご活用ください。

金融とITが交差する未来へ
ーー地方銀行・第二地方銀行の次世代リーダーが集う対話の場

地方銀行向け次世代エグゼクティブワークショップ
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モデレーター
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星原 康一
HOSHIHARA Koichi

大手SI企業にてエンジニアとして勤務した後、

外資系出版社でプログラミング雑誌の編集を担当。

その後、複合事業を手掛ける企業のWebメディア部門に転職し、

企業向けIT情報サイトの編集長、セミナー責任者などを歴任。

会員制Webメディアの立ち上げなども務める。

アイティメディア
ITmedia エグゼクティブ 編集長



ご協賛メリット
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• ディスカッション、交流会を通じて、

次世代次世代エグゼクティブ層と交

流・関係構築をすることができる

• 訪問等、次回提案に向けたファー

ストコンタクト作りをすることができる

交流

• 次世代エグゼクティブ層から開発中の

商品やサービスなどに対する意見をク

ローズドな空間で得ることができる

商品開発

• 次世代エグゼクティブ層から購入する

側の視点でのニーズ・シーズを得るこ

とができる

販売戦略

• 次世代エグゼクティブ層ならではの課題を、同じ立場の参加者と議論したい
• ゲスト講師や専門家から知見や解決策を得たい

※次世代エグゼクティブ層との交流・関係構築が目的であり、リストの提供はございません。
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商品概要
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主催・企画

企画協力

対象 地方銀行の東京事務所長・東京支店長・支店長代理・次長等

集客人数 最大10名
※参加者のやむを得ない事情により10名未満になる可能性もございます。

収容人数内訳

• 金融財政事情研究会集客 10名
• ゲスト講師 1名
• モデレーター（ITM編集部）1名
• ご協賛企業様登壇者 1名/1社につき
• 他関係者 2名/1社につき

共通で含まれるもの

• 金融財政事情研究会集客
• ゲスト講師アサイン
• アイティメディアモデレーター

協賛 最大2社

開催時期・頻度 2026年度は年2回（2026年12月,2027年2月）開催予定 ※詳細はお問合せください

形式 ディスカッション形式ワークショップ ＋ 交流会（食事会）
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商品概要
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以下のテーマから2026年12月・2027年2月に開催予定

サイバーセキュリティ AI活用 人材育成

地方銀行・第二地方銀行では、AI活用が進む一方で、

導入効果の明確化や費用対効果の検証、既存システムとの

統合、データ活用のノウハウ不足などが課題となっています。

また、AIに対する現場の理解促進や人材育成に悩む担当

者も多い状況です。

本ワークショップは、こうした課題に対する具体的な解決策や

最新事例を共有する場として、金融機関の次世代リーダーた

ちが集います。専門知識を活かした提案や

業界への認知を拡大する理想的な機会です。

地方銀行・第二地方銀行では、少子高齢化や地域経済の

変化に伴う人材不足に加え、AI・DX推進に対応できる人

材育成や専門人材の採用が大きな課題となっています。

さらに、現場の意識改革や適材適所の配置、次世代リー

ダー育成の必要性に悩む声も多く聞かれます。

本ワークショップでは、人材活用の課題に対する具体的なソ

リューションや成功事例を共有します。

業界のリーダー層と直接交流し、課題解決に貢献する提案

を通じて金融機関との信頼関係を深める絶好の機会です。

地方銀行・第二地方銀行は、巧妙化する攻撃への対応、

顧客情報漏洩防止、業務停止リスクへの対策に加え、予算

や専門人材不足という課題に直面しています。

さらに、最新技術の導入と既存システムの整合性に悩む担

当者も少なくありません。

本ワークショップは、こうした課題を解決するヒントを求める参

加者と直接つながる貴重な機会です。

自社ソリューションを提案しつつ、金融機関との関係構築や

認知度向上を図る絶好の場として活用できます。



商品詳細
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※A 会場の空き状況によってご案内できない可能性がございます。
※B 2社目の協賛企業が集まるまで会期を延期させていただきます。

会場 金融財政事情研究会 『セミナーハウス』 ※A

アクセス

〒160-0007 東京都新宿区荒木町2-3
東京メトロ丸ノ内線 四谷三丁目駅（4 番出口）下車 徒歩3 分

JR 中央・総武線 四ッ谷駅（四ッ谷口）下車 徒歩10 分

東京メトロ南北線 四ッ谷駅（2 番出口）下車 徒歩10分

都営地下鉄新宿線 曙橋駅（A4 出口）下車 徒歩7分

https://products.kinzai.or.jp/info/?_gl=1*19ker1z*_gcl_au*NjIxMzM1OTcyLjE3NzE0NjEwMzg

ご協賛費
（税別）

2社協賛 ￥2,500,000 / 1社あたり ※B

1社協賛 ￥4,500,000 / 1社あたり

6

https://products.kinzai.or.jp/info/?_gl=1*19ker1z*_gcl_au*NjIxMzM1OTcyLjE3NzE0NjEwMzg


特徴
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一方的なソリューション紹介からの脱却 ── 課題を知り、パートナーとして解決策提案へ

01
集客手法

• 参加申込時に事前アンケートを実施し、参加者が抱える課題をヒアリング

誰もが「自分の場」として参加できる環境を醸成Point!

02
参加者の課題をシェア

• ITmedia 編集部のモデレーターが事前アンケート結果を深掘りしながら、参加者の課題を全員でシェア
• 各テーブルに協賛各社も着席し、参加者の1人として各テーブルでのディスカッションに参加

※参加者／協賛社とも主催者が着席場所を指定

03
協賛社による解決策の提示

シェアした課題を受けて、各社5-10分間ずつ「どのような課題解決の提案が可能か」を提示

※投影スライドは開催前にご共有するアンケート結果を基に作成いただきます

04
交流会でより深いディスカッション

• 別会場にて、お食事をご用意
• 基調講演講師、ITmedia 編集部も参加



その他
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キャンセル規定
開催日の41日前まで：50％
開催日の40日以内：100％ 
ただし、 上記キャンセル料を超える実費（講師アサインキャンセル料など）が発生する場合には、その追加費用も含めたキャンセル料を請求いたします。 

その他

• 協賛費には企画、ゲストアサイン、登録サイト作成、当日の運営、会場費、交流会費等を含みます。
• 交流会の開催は必須とさせていただきます。
• 通訳、撮影収録などは含まれておりません。ご希望の際は別途費用が発生いたします。 
• 感染症拡大等の状況により、延期または中止の可能性があります。

注意点



実施イメージ

Copyright © ITmedia Inc.

9

時間 分 内容 詳細

15:30 - 16:00 30 受付 参加者受付

16:00 - 16:15 15 開会挨拶/自己紹介 来場者同士の立場などを紹介

16:15 - 16:35 20 ゲスト講演 ゲストに講演いただきます

16:35 - 16:55 20 貴社プレゼンテーション
参加者にPRしたい事項をお伝えいただきます

・2社協賛｜10分/1社あたり
・1社協賛｜20分/1社あたり

16:55 - 17:05 10 名刺交換会 来場者同士の名刺を交換

17:05 - 18:15 70 ディスカッション
モデレーター

ITmedia エグゼクティブ編集部

18:15 - 18:35 20 交流会会場移動

18:35 – 18:45 10 質問タイム ディスカッション踏まえた講師への質疑応答

18:45 - 20:15 90 交流会 別会場にて食事会

プログラム構成

当日の段取り

受付開始30分前
協賛社様 集合
プレゼン環境確認（チェック）
ディスカッションの流れ、最終すり合わせ

来場者受付～本番 ディスカッション席には貴社から1名参加可能。ご担当者など他の方も2名ご同席可能
※詳細はP4の収容人数内訳をご確認ください

交流会 ご来場者様とのコミュニケーションの場としてご活用ください。



告知サイトイメージ

Copyright © ITmedia Inc.

10



実施までの流れ
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お申込み・
キックオフ

開催3.5か月前

告知準備

開催3か月前

イベント
告知開始

開催2.5か月前

開催準備

開催1週間前

イベント
開催

開催当日

事前相談

開催4か月前

01 02 03 04 05 06

御社の内容をヒアリング
しながら、コンテンツの調
整、決定を行います

当日の参加者受付、進行は
アイティメディアが行います。

貴社講演に使用する講演デー
タを事務局へご提出ください。

当日配布する製品資料、ノベ
ルティ等ございましたら、事前に
事務局にご連絡の上ご準備を
お願いいたします。
※3

金融財政事情研究会内にて
募集を開始します。
定員に達した段階で募集を締
め切り、申込者には参加の事
前確認を行います。（2日
前）
※1※2

プレゼンテーションのご講演
情報、貴社ロゴデータ、貴
社プライバシーポリシーなど
と合わせて、入稿シートを
事務局へご提出ください。

※1 参加申込者の個人情報・リストのお渡しは致しかねますのでご了承ください。
※2 ご希望の場合は、個人情報に当たらない範囲（会社名、役職クラスのみ）で事前にご提示いたします。
※3 講演資料は当社で印刷（モノクロ2in1印刷）も可能です。その場合、印刷用PDFデータを指定の期日までに事務局へご提出ください。



オンラインセミナー開催実績
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■アサイン講師■アサイン講師

2004年 経済産業省入省。

経済安全保障・貿易管理・通商政策などに携わり、

2022年より内閣サイバーセキュリティセンターに出向。

サイバー対処能力強化法案では官民連携部分を担当。

内閣官房

サイバー安全保障体制整備準備室 企画官

﨑村 夏彦 氏

金融庁

総合政策局 リスク分析総括課 参事官

五十嵐 ほづえ 氏

官民双方での業務経験を有し、

民間企業ではAIを活用したモニタリングや業務改革に従事。

証券取引等監視委員会でのデジタルフォレンジック業務等を経て、

現在は金融庁にてAI推進、サイバーセキュリティ、

耐量子暗号など先端技術とリスク管理に取り組む。

※2025年5月時点の情報です。※2025年11月時点の情報です。



オンラインセミナー開催実績
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金融庁

総合政策局 リスク分析総括課 

暗号資産・ブロックチェーン・

イノベーション参事官室 

イノベーション推進室 課長補佐

那須 翔 氏

三井住友銀行 システム統括部 

上席推進役

三井住友フィナンシャルグループ 

IT企画部 上席推進役

自在丸 健 氏

山梨中央銀行

システム統括部

システム企画課 

主任調査役

飯塚 陽一 氏

セブン銀行

AI・データ戦略部長

中村 義幸 氏

永井法律事務所

代表弁護士

永井 利幸 氏

■アサイン講師 ※2026年2月時点の情報です。



オンラインセミナー開催実績
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■アサイン講師 ※2025年7月時点の情報です。

1993年 大蔵省（現財務省）入省、金融庁において、

初代の組織戦略監理官として人事制度やカルチャーの改革に取り組んだほか、

銀行第一課長、銀行第二課長等を歴任。現在は企画市場局審議官として、

コーポレートガバナンスや企業の情報開示を担当。

金融庁

企画市場局 審議官

新発田 龍史 氏

株式会社日本総合研究所

リサーチ・コンサルティング部門 

マネジメント&インディビジュアルデザイングループ 

部長／上席主任研究員

下野 雄介 氏

金融機関勤務を経て日本総合研究所入社。

「縮小社会における人的資本の価値向上」をクリティカルイシューと捉え、

人的資本経営に関する概念・手法等の発信に尽力。

現在、「プロアクティブ行動の促進」の研究開発責任者も務める。



メディアガイド
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名 称 一般社団法人 金融財政事情研究会

法人番号 7011105004804

所在地
本社／〒160-8519 東京都新宿区南元町19
TEL (03)3358-1161

設 立 1950年6月1日（昭和25年）

事業内容

金融財政政策および金融機関経営に関する情報の収集・発信、調査研究と経済金融知識の普及・啓蒙を目的として1950年（昭和25年）6月、大蔵
省所管の社団法人として創立されました。2011年4月、一般社団法人に移行し、元財務省、元日本銀行等の幹部、金融団体トップ、学識経験者等の理
事構成のもと、「金融ナレッジ・ソリューション・ファーム」としての機能を発揮、主に以下の事業を展開しております。

1. 「週刊 金融財政事情」「金融法務事情」｢月刊 消費者信用｣等の定期刊行誌の発行
2. 「金曜例会｣「地方金融懇談会」等の定例会の開催
3. 金融経済・法務、金融機関経営に関する実務書の刊行
4. 金融業務に関する研修講座・セミナー・講習会等による教育・研修
5. 厚生労働大臣指定試験機関として「ファイナンシャル・プランニング（FP）技能検定」、「金融窓口サービス技能検定」（国家資格）の実施
6. 金融実務に関する能力検定の実施
7. 金融・財政に関する調査研究および国際協力事業等
8. ファイナンシャル・プランニング、確定拠出年金（DC）など、金融・年金・税務・資産運用等に関する知識の啓蒙等



メディアガイド
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金融財政に関する知識の啓蒙普及を行うとともに、内外の金融財政問題、金融機関経営分析等の総合的調査研究を行い、

合理的金融財政政策の実現、金融市場、金融機関の健全な発展並びに学術の振興に寄与することを目的とした、一般社団法人。

発行する「週刊金融財政事情」は全金融関係者必読の情報誌とされている。

日本全国で購読

発行部数は

約45,000部
※WEB版も含む

閲覧者数は

約50,000人

役員・役席者が多く購読

『週刊金融財政事情』

の看板雑誌

地方銀行

22%

信用金庫

16%

都市銀行

7%
第二地銀

6%

政府系金融機関 6%

一般企業 4%

信用組合 3%

財務省・財務局 2%

大学 2%

保険会社 2%

証券会社 2%

日本銀行 2%

金融関連協会 1%

保証協会

1%

ネット銀行・外国銀行等 1%

信託銀行 1%

書店 1%
弁護士 1%

官庁 1%

その他

17%

『週刊金融財政事情』定期購読先分類



企業の明日を変えるエグゼクティブとCIOのためのコミュニティー

■媒体資料 https://go.itmedia.co.jp/l/291242/2020-10-14/tlw6gs

■URL https://mag.executive.itmedia.co.jp/

■会員数 約9,814名 ※2025年2月実績。上場企業および上場相当企業の課長職以上を対象

■年齢層 40-50代ボリュームゾーン

メディアガイド ITmedia エグゼクティブとは
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業種

ユーザー企業 約61%

役職

課長クラス以上 約92%

主な内訳：部長クラス37.6％ , 課長クラス43.1％

従業
員数

1000人以上 約59%

主な内訳：1001～5000人25.8% , 10001名以上23.0% 

https://go.itmedia.co.jp/l/291242/2020-10-14/tlw6gs
https://go.itmedia.co.jp/l/291242/2020-10-14/tlw6gs
https://go.itmedia.co.jp/l/291242/2020-10-14/tlw6gs
https://go.itmedia.co.jp/l/291242/2020-10-14/tlw6gs
https://go.itmedia.co.jp/l/291242/2020-10-14/tlw6gs
https://go.itmedia.co.jp/l/291242/2020-10-14/tlw6gs
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⚫ 北海道銀行

⚫ 青森みちのく銀行

⚫ 秋田銀行

⚫ 北都銀行

⚫ 荘内銀行

⚫ 山形銀行

⚫ 岩手銀行

⚫ 東北銀行

⚫ 七十七銀行

⚫ 東邦銀行

⚫ 群馬銀行

⚫ 足利銀行

⚫ 常陽銀行

⚫ 筑波銀行

⚫ 武蔵野銀行

⚫ 千葉銀行

⚫ 千葉興業銀行

⚫ きらぼし銀行

⚫ 横浜銀行

⚫ 第四北越銀行

⚫ 山梨中央銀行

⚫ 八十二長野銀行

⚫ 北陸銀行

⚫ 富山銀行

⚫ 北國銀行

⚫ 福井銀行

⚫ 静岡銀行

⚫ スルガ銀行

⚫ 清水銀行

⚫ 大垣共立銀行

⚫ 十六銀行

⚫ 三十三銀行

⚫ 百五銀行

⚫ 滋賀銀行

⚫ 京都銀行

⚫ 関西みらい銀行

⚫ 池田泉州銀行

⚫ 南都銀行

⚫ 紀陽銀行

⚫ 但馬銀行

⚫ 鳥取銀行

⚫ 山陰合同銀行

⚫ 中国銀行

⚫ 広島銀行

⚫ 山口銀行

⚫ 阿波銀行

⚫ 百十四銀行

⚫ 伊予銀行

⚫ 四国銀行

⚫ 福岡銀行

⚫ 筑邦銀行

⚫ 佐賀銀行

⚫ 十八親和銀行

⚫ 肥後銀行

⚫ 大分銀行

⚫ 宮崎銀行

⚫ 鹿児島銀行

⚫ 琉球銀行

⚫ 沖縄銀行

⚫ 西日本シティ銀行

⚫ 北九州銀行

⚫ 北洋銀行

⚫ きらやか銀行

⚫ 北日本銀行

⚫ 仙台銀行

⚫ 福島銀行

⚫ 大東銀行

⚫ 東和銀行

⚫ 栃木銀行

⚫ 京葉銀行

⚫ 東日本銀行

⚫ 東京スター銀行

⚫ 神奈川銀行

⚫ 大光銀行

⚫ 富山第一銀行

⚫ 福邦銀行

⚫ 静岡中央銀行

⚫ あいち銀行

⚫ 名古屋銀行

⚫ みなと銀行

⚫ 島根銀行

⚫ トマト銀行

⚫ もみじ銀行

⚫ 西京銀行

⚫ 徳島大正銀行

⚫ 香川銀行

⚫ 愛媛銀行

⚫ 高知銀行

⚫ 福岡中央銀行

⚫ 佐賀共栄銀行

⚫ 長崎銀行

⚫ 熊本銀行

⚫ 豊和銀行

⚫ 宮崎太陽銀行

⚫ 南日本銀行

⚫ 沖縄海邦銀行
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